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く大学の動き〉

「京都大学事務用並びに近畿地区

(A）国立学校共同利用電子計算機」

の設置と披露式

1 月25日（木）午前11時から， 本学事務用なら

びに近畿地区A プロック（滋賀・京都・奈良）の

国立学校共同利用のための電子計算機（FACOM­

M -160S）が事務局本館内に設置されたことに伴う

披露式が， 本学内外の関係者約130名の出席を得

て， 法経第三教室を会場として行なわれた。

式は大塚喬清事務局長の式辞， 横山恒雄経理部

長の経過報告に続いて， 文部省水村博昭情報処理

課長， 奈良教育大学高岡久勝事務局長から祝辞が

述べられ， 11時30分に終了した。

この後， 計算機システムの披露が行なわれ， 引

き続き正午より京大会館において祝賀会が催され

た。

なお， 大塚事務局長はこの 日の式辞の中で次の

ように述べ， 今後の方向付けと関係者の一層の理

解と協力を求めた。

「国立学校事務の現状は， 必要以上に入手を要

し，重複事務を繰り返している例も少なくなし、。

きびしい 定員事情の中で， 複雑多岐にわたる事務

をより適確かつ迅速に処理して行くには， 法令に

よって許される範囲においての簡素化・合理化を

強力に推進して行かねばならない。 一口に事務の

電算化といっても国立学校における事務は， 人事

・給与， 予算・決算， 収入・支出， 物品管理， 国

有財産管理， 共済組合， 図書， 教務， 入試等 々が

あり， これらの事務がひとたび電算化されれば，

その事務が存続する 限り実行の挫折は許されず，

また， その開発にあたっては， 周到に計画し， 電

子計算機の機能が十分に発揮されるよう努力しな

ければならない。 更に今後， この計算機が近畿地

区A プ ロックの国立学校の事務能率向上のために

も大いに役立つことを切望する」。

この計算機の設置に至った経緯は， 昭和51年 6

月 1 日本学事務電算化準備室が発足し， 給与事務

中国政府派遣留学生の受入れ

戦後はじめて中国からの留学生が， 本年 4月か

の電算化作業が 開始されたことに 始まり， そ の

後， 同52年 4 月 1 日には同準備室に電算化準備掛

が設置され， 人事給与事務を中心とした電算化作

業が進められた。

給与計算については， 文部省において稼動中の

給与計算システムに本学用としての開発研究を加

え， 大型計算機 センターに設置されている電子計

算機（ FACOM 230-35・ 48）を借用しながら， 同53

年 4 月より併行処理を開始し， 7 月に全学給与計

算システムの稼動が実現した。 また， 共済組合貸

付経理事務については同52年11月より， 人事関係

基本事項の収録および報告については同53年10月

より， それぞれ稼動している。

更に， 文部省における国立学校電算化のブ ロッ

ク化構怨に伴し、， 本学が近畿地区 A プ ロックの セ

ンターとして， 当該地区の国立学校と数回にわた

り連絡調整を行ない， 昭和53年 6 月2 3 日に第1回

近畿地区（A）国立学校事務用電子計算機共同利

用協議会を開催し， 規程の制定および今後の電算

化作業の確認を得て， 近畿地区Aブ ロックの事務

電算化作業が開始されることになったのである。

以上のことに伴い， これまで本部構内南西部の

赤煉瓦建（旧工学部石油化学教室 ） の 1階にあっ

た事務電算化準備室も事務局本館1階の経理部事

務室内に移転し， 2 月1 日付けで事務官算化準備

室は事務電子計算室となり， 新しく 1掛が設置さ

れ， 既設掛と併せて 2 掛（第一電算掛・第 二電算

掛 ） となった。

ら京都大学に入学する予 定である。

これは昨 年10月に結ぼれた 日中友好条約に基づ

くもので， 中国における人材養成計画の一環とし
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て同国政府の経費負担によるものである。

中国政府は， 我が国への初年度の留学生派遣計

画として， 385 名の「進修生」 および 40 名の「研

究生」の派遣を希望しているが， このうち昭和54

年 4月に派遣する準備が整った者について関係大

学等に 受入れ依頼をしてきた ものである。 この

「進修生」 とは既に中国の大学を卒業して相 当の

年 数を経ている大学・研究所等の研究者であり，

我が国の大学等に 1 ～2 年程度留学して特 定の専

門分野について， その水準の向上を図ろうとする

者である。 また「研究生」とは我が国の大学院の

修士課程または博士課程に正規の学生として入学

し， 所 定の期間履習して学位を取得することを目

的とする者である。 本学受入れ身分は前者は「研

修員」に， 後者は修士課程（受験 の結果合格すれ

ば） の学生になる予 定である。

なお， 受入れ学部は研修員については， 理学部

3 名（数学・地球物理学・生物物理学）， 工学部

3 名 （数理工学・化学工学・高分子化学） ， 民学

部 2 名（農芸化学・林産工学） と， 工学研究科 2

名（情報工学） の計10名の予 定である。

（学生部）

一一一一一一…＜：.：：：＞OOO<::::>OOOC>OOOc;::::>O>

海 外 訪 問 の 感 想（その2)

－西ドイツを訪れてー

約5 年 前からフンボルト財団 （Alexander von 

Humboldt-Stift ung） の招きを受けていたが， 昨

年 ょうや く実現することがで、きた。 すなわち9 月7

日から 9 月21日までの15 日間， 西ドイツの新旧大

学・研究所を訪問， 学長などと懇談しドイツの大

学教育， 管理運営の現状を視察した。 この期聞は

ドイツではなお夏季休暇中であったが， 多 くの責

任者に会えたのは， フンボノレト財団がドイツ学界

において占める位置と， 総裁Lynen博士， 事務

総長Pfeiffer 博士の比類のない誠意ある周到な準

備によるものであって， 感謝に堪えないところで

あった。

なおフンボノレト財団は， ドイツの偉大な自然誌

研究者 Alexander von Humboldt (1769 ～1 859 ) 

を記念するため1866年 設立されたもので， 本来学

聞は国際的なものであるとの理念のもとに， 研究

者の国際交流を主な仕事としてきた。 今次大戦で

この活動が一時中断していたのが1955年ふたたび

活発な活動を開始し， 30～35才の研究者を対象と

して， 性別・人種・宗教・国籍・思想， さらにド

イツとの外交関係等について一切の差別なし研

究者の資質（akademi sche Q ualifi kation） のみ

を唯一の選 定条件として採用している。 1977年 ま

でに 世界各国から 7,000人の留学生が 1 ～2 年 西

ドイツに送られたが， その中の約16 %に 当たる

総 長 岡 本 道 雄

フ ンボルト財団事務総長プァイフ.，. -f尊士を訪ねる

約1, 000人が 日本人で第一位を占めており， 京都

大学からはこれまで約70人がフンボルト留学生と

してドイツに留学している。 その外国人留学生に

対する行きとどいた処遇は， これら留学生の感謝

のまととなっている。

今回私が訪問した大学・研究所と面談した人 々

は次のとおりである。

西ベルリン

Die Freie Univer sit at B er lin 

副学長： Prof.Dr. Klaus Hier holzer 

フランクフJレト

Max・Planck-I n stitut flir Hirnfor schung 

所 長： Prof.Dr. Rolf Hassler 
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ハイデJレベルク

Das Deutsche Krebs forschungszentrum 

Heidelberg 

所 長： Prof.Dr. Klaus M unk 

ウ Jレ ム

Universitat  Ul m 

学 長： Prof.Dr. Ernst Friedrich Pfeiffer 

ミュンへン

Max-Planck-Institut ftir Biochemie 

前所長： Prof. Dr. F eodor Lynen 

L udwig-Maximilians- Universitat  Munchen 

副学長：Prof. Dr. K. Stiers tadt 

病理学主任： Prof.Dr. M. Eder 

Gross harden 病院（Munchen 大学附属病院）

Goethe Institut Munchen 

局 長：Dr. Hans- Peter Kru ger 

ポ ン

Rheinische Friedrich-Wilhelms- Universitat 

Bonn 

学 長： Prof.Dr. Aloys Heupel 

B undes ministerium ftir Bildun g  und Wis ­

s ens cha ft 

高等教育局長：Dr. E berhard Bδning 

ポ ッ フム

R uhr-Universita t  Bochum 

学 長： Prof.Dr. Peter M ey er・Dohm

ケ Jレ ン

Historisches Rathaus 

市 長：Dr. Friedrich Jacobs 

Japanisches K ulturinstitut. KδIn 

0 0 0 

今回の 西ドイツ訪問に おける 私の最大の関心

ボン大学機内

フンボルト財団総裁リネン1導士と懇談

は， 日本と同じく戦後高度な経済復興を示し， か

つ 1969年 を中心として烈しい大学紛争を経験 した

西ドイツの大学の現況を見ることであった。 特に

京都大学は学聞の自由と大学の自治を尊重するベ

ノレリン大学（フンボルト大学ともいう）に範をと

って創設されたと言われているので， この点， そ

の本家ではそれが現在いかに考えられているかを

知ることであった。

しかし， 当のフンポノレト大学は 1945年ドイツの

敗北によって連合軍に占領された時， 偶然ベソレリ

ンの中でソ連の占領地区に入っていて， 今は東べ

Jレリンにある。 今回は東べJレリンには行かなかっ

たので・そのフンボルト大学を訪ねることはできな

かったが， 現在西ベソレリンにあって， 戦後フンポ

ノレト大学の代わりに設立されたベルリン自由大学

Freie Universitat  B erlin を見ることができた。

自由大学創設の説明は次のようで、あった。 敗戦

直後は ベルリンにある 唯一のドイツの 大学とし

て， フンボルト大学は敗戦の廃纏の中から使用で

きる施設を利用して， 徐 々にその機能を回復して

いったのであった。 しかしそれがソ連軍の占領地

区であったため， 社会主義国の政策として当然そ

の大学で、思想教育を始めたので‘あったが， それが

入学者の選抜に当たって， 共産恩惣の修得と共感

が有力な条件となるに及んで， 教員と学生の大学

に対する不満は高まっていった。 そのうち医学部

や文学部の学生数人が中核となって， 思想的にも

っと自由な大学をということで， ドイツ社会民主
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党（ SP D）の協力を得て 1948年， 西ベルリ ンに新

しい大学， 自由大学が発足した。

一般に占領軍のドイツ統括の主目標は， ナチス

統治の対極としての民主化ということで， そのた

めのドイツ人の再教育にあったが， 全国的にみて

ドイツ人自身は， ナチスの影響の除去は希いつつ

も， 過去のドイツ社 会において実施されてきた伝

統的な教育政策の諸原則はなお有用であると考え

ていて，必ずしもすべて占領軍の勧告に従った訳

ではなかった。 しかしベルリ ン邦においては， 他

邦に比してより革新的であって， 新しくで‘きたベ

ルリ ンの自由大学では SP D の政策と学生の意向

にそって， 従来の伝統をふみ越えて急速に大学の

改革を進めていった。

0 0 0 

その後西ドイツ社会全体としては所期の繁栄が

得られ， 敗戦時の窮乏が忘れ始められた頃， 自由

大学医学部附属病院の助手の給与がドイツ大学病

院の旧制度にならって支払われていなかったこと

を不当として， 1963年精神科の教室からストが始

まった。 この大学の紛争はその後ドイツの各大学

に広まっていったが， 何としてもその最大の拠点

はベルリ ンの自由大学であった。 かかる紛争に直

面してベルリ ン邦では1966年 7 月， 各構成員の共

同決定（M itbe st immu ng）を中核とするベノレリ ン

大学法を制定した。

すなわち大学の構成員を大学教員 （Hoch schul

lehrer), 学術的協力者 (wi sse nschaftlicher 

Mita rbeiter），大学の他の職員（a ndere Die nstkr­

afte der U niver si t at）および学生 （ Stude nte n)

の四者とし， 大学の意志決定はこの四者均等代表

制（ Viertelparit at） か， 大学教員， 協力者と学

ボッフム大学梅内

生の 三者均等代表制 (Drittelpar it at） によるこ

ととした。 その結果， 1969年11月の自由大学の総

長 選挙において3 1才の助手が 選出された。 すなわ

ちこの場合は協力者と学生層の連合が組まれた訳

であったが， あらゆる大学の決定において常に各

グループのその都 度の政治的連合が組まれる危険

を招来することとなり， この実態の前に， 多くの

優秀な教員が自由大学を去って行くとし、う事態を

招来した。

しかしこのような共同決定を内容とする大学法

は， 単にぺJレリ ン邦に 限らず多くの各邦で制定さ

れた。 その実施の 結果に 対しては， 特に 学術的

専門知識を要する決定について， 教員から不満が

出ている。 すなわち共同決定の結果が時に研究と

教育の 自由を脅かすことが あるとされ， これら

は憲法裁判所で審理され， 共同決定の重要さは

認めつつ 決定の内 容によっては， その機械的適

用には必ずしも 適当で ないものも あるとしてい

る。 その後 1975年制定された連邦の大学 大綱法

(Hoch shulrahme nge setz ) には， これらの修正

も含まれているといわれる。

この共同決定については， 法律があるので従わ

ねばならないが， 適当な運用によって実害はなく

しているというのが実状であった。

このほか西ドイツの大学で問題となっているの

は， 60年代に飛躍的に増大した学生数に対し， 大

学がそれを収容しきれない悩みである。 日本なら

大学入学試験の激化を招来するわけであるが， こ

の事実はドイツではドイツ伝統の「学習の自由」

を侵すものとして大きい問題となっている。 すな

わちドイツでは学問の自由は単なる理念的なもの

ではなく， 実際は就学の自由で、あって， 日本の高

校に当たる Gymna sium の卒業資格試験（Abitur )

に合格すれば 希望する 大学に 入学する ことがで

き， 入学後は転学の自由が認められるといった具

体的な「学習の自由Jである。 このため特に医学

部， 歯学部など入学希望者の多いところでは， 入

学聴講制限 （ Numeru s clau su s）を行なわねばな

らないこととなっている。

止むを得ず成績順などによって翌年まわし等を

行ない， 各大学に収容可能な入学者を割り当てる

ため， 現在ではわレトム ントに中央学籍配分機闘

を設けて学生の配 分を行なっているとし、う。
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総じて西ドイツの大学にも悩みは多いようであ

った。 しかし一般的にいって只今は， 大きい学生

の紛争はなく， 大学は静かで清潔で、あって， 落ち

ついていた。 ミュ ンヘ ンやポ ンの古い大学は伝統

の香りをたたえつつ， またウノレムやポッフムの新

しい大学は全くアメリカ的と思われる変貌のうち

に， 広大な敷地に建設を急いでいた。

。 。 。

これら古い大学でも新しい大学でも異口同音に

言っていたのは， かつて同年令の若者の 5$ぢ程度

の入るエリートの大学が現在20%となり大衆の大

学と化したこと， 大学の教育・研究に巨額の金が

要ること， 過般の大学紛争のことであって， この

3 つは大学に対する社会からの批判を強くしてお

り， 総じて大学への社会からの信頼を低下させて

しまったが， 大学の自治のためにもこの信頼の回

復が第ーであるということであった。

なお， 大学卒業後研究者となるべく大学に残っ

ていた者に対し適当な教職の見つからない者が多

く， 一般的にはこれに対して特別な対策はないと

しながら， 昨年から特別にハイゼ ンベノレク計画と

いうものを実行している。

ハイゼ ンベJレク計画 （ He isenberg-Programm )

というのは， 大学卒業後約3～4年の論文コース

(D isser tation） を経て学位を得て後， 4年から 8

年平均 5年間一定の教授に就いて研究し， 大学教

授資格（Hab il itat ion）を得たもののうちで， なお

教職のない35才以下のものについて， ドイツ学術

研究協会 （Deutsche For schung sgeme in schaft) 

-D FG ー が選抜試験を行ない， 合格者にハイゼ

ンベノレク教授職（He isenbe rg -Profe ssuren ) とし、

う位置を与えて研究に従事させるものである。

フンボルト財団主催のレセプション

ポン大学ホイペル学長を訪ねる

1978年から始め毎年 150人， 5年間で750人以内

を予 定しているが， 昨年は60人のみを採用したと

いう。 周到な調査に基づいて， 198 0年代末期の西

ドイツ大学および研究所の教育・研究要員を確保

するための時 限立法であるとし、う。

上に述べたドイツ学術研究協会D FG というの

は西ドイツ独特の組織であって， 大学・研究所の

研究費は直接政府から来るのでなく， ここから配

分されるものである。 すなわち1949年に発足し，

西ドイツの大学， 研究所， 科学アカデミー， 学術

協会（Max-Planck 協会など）をメ ンパーとする

協会である。 ドイツ連邦政府， 各郊の拠金が大部

分であるがそれに一部会社 その他民間の拠金を資

金とし， 上記メ ンバーに対し科学研究費の配分，

協同研究の斡旋， 科学研 究に関し国会・政 府へ

の助言， 学問研究の国際交流等を行なうものであ

る。

大学院のないドイツのことであるから， ハイゼ

ンベJレク計画の制定を直ちに戎が国のオーバード

クターにとは言えないにしても， 現在の大学・研

究所の研究者の年令構成等を詳細に調査して将来

の学問研究水準の維持をはかり， また真に資質の

ある研究者を伸ばすため， かかる対策を立ててい

ることは注目に値すると思う。

。 。 。

すべて曽遊の地ではあったが， ハイデノレベルク

の Munk 教授の案内で， ちょうど 遥かネッカ河

の彼方に沈む夕陽に照り映える美しい古城， 日が

暮れて対岸の“哲学の道”から電光でくっきり浮

ぶ古城を眺めつつ， 14世紀の初めウィー ンからこ

こハイテツレベJレクへ大学が移った頃の歴史を聞い

た夕べは忘れられない思い出である。
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また秋の日曜の一日， Pfeiffer博士の案内でモ

ーゼJレ河に沿って美しい葡萄畑を眺めつつドライ

プしたが， 点在する沿岸のぶどう酒の名産地の村

々の中心にそひ、える教 会の尖塔や， Lynen博士

と共にしたオース トリアとの国境， 高原のガJレ ミ

ッジュの日曜の清らかで冷たい朝， 民族衣装で教

会に通う老夫婦など， ともにドイツ国民の古い伝

統に生きる姿として慨しい気持がした。

またラインの流れは相変わらず悠々として長く

大きし往来する船のありさまも昔と変わらず，

幾度か見るローレライの岩は昔と同じく「ローレ

ライ」を奏でる遊覧船を見下ろしていた。

なお帰国の前日， 9 月18 日夕フンボルト財団で

はボンの本部において， 私たちのためドイツ学長

会議， ドイツ大学交・流協会， ドイツ学術 研究協

会， 文部大臣会議， 外務省， 文部省， 元大使， 大

学関係者， 留学生等80名余を招待してくれ， 日本

から文学部の辻村教授， 医学部の沼教授， また法

学部の奥田教授がそれぞれ ミュンへン， フライブ

Jレク．から財団の招待で参加していただいた。 今回

のドイツ旅行震後の歓待として印象深く， 感謝に

堪えないタベで、あった。

遊覧船が往来するライン河を見下ろす

前回（京大広報No.171）の海外訪問の感想（その1）のうち，

中国科学院昌運孟銭三強氏は副監孟の誤りでした。

�世世世虫垂企宮虫宜虫虫害�

く紹 介＞

工学部 ・ 電離層研究施設

工学部附属研究施設として， 電離層研究施設が

発足したのは昭和36年であった。 母体は電気系教

室であり， 発足当時は超高層物理学部門の一部門

であったが， 昭和42年に超高層電波工学部門が増

設され現在に及んでいる。 当初は， 当時字治構内

に残っていた老朽化した木造建造物を実験用に使

用していたが， 本拠は吉田構内の工学部一号館の

一室におかれていた。 のち工業教員養成所の廃止

に伴って， その建物を利用することが認められ，

そこに本拠を移転し現在に至っている。

昭和36年といえば， スプートニクの打上げが成

功し， 世界が字宙時代に入ってから間もない頃で

あった。 京都大学の電離層研究施設の他に， 東京

大学理学部と名古屋大学理学部に宇宙科学の研究

施設が新設されたのも閉じ頃であった。 更に， ロ

ケット・人工衛星・大型パJレーンといった飛朔体

を用いる宇宙科学の研究を中心とする全国共同利

用研究所として， 東京大学に字宙航空研究所が附

置された。

これらの研究機関および他の関連研究機関の研

究者はいろいろな形で共同研究体制をしいている

のが特長である。 このため， 定期的に研究者が東

京大学字宙航空研究所に集まって， 研究計画の討

論と立案， 国際・圏内研究情勢の報告と連絡を行

なってきている。 この協 力体制の歴史は古く， こ

の協力が研究施設や研究所の設立に結実したとい

えよう。 宇宙科学の研究はその性格からいって，

理学が中心で‘あるが， 研究の手法に工学の知識と

工夫が不可欠であり， 字宙科学の進歩には理学と

工学の密接な結合が要求されているが， この点か

らいって， 本電離層研究施設は日本における特異

な存在となっている。 教育面では， 大学院は電気

系に属している。

さて字宙工学の研究には国際協力が必要なこと

は明らかで， 国際学術連合会議（ICSU）の下で次

々と国際共同観測j事業が計画され実施されてきた
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が， 本研究施設は発足以来この事業の有力な参加

機関となっている。 現在は， 「国際磁気圏共同観

測計画」 （I n ternatio nal Mag ne to spheric Study, 

略して IM S）が進行中であり， また昨秋の 日本

学術会議の総会で勧告されている「中層大気国際

共同観測計画」 （ Midd le Atmo sphe re P rograme, 

略して MAP） の実施（1982年一1985年）にも備

えている。

将来本研究施設はレーダーによる中層大気・電

離圏大気の研究を目的とする全国共同利用の研究

セ ンターとして 発展する計 画

で， 中心となる施設のMUレー

ダー (Middle a nd Upper 

Atmo sphe re Radarの略 ）は，

ロケット ・人工衛星と共に， 字

宙科学・大気物理学の有力な研

究手段として活躍することが期

待されている。 写真はMU レー

ダーの完成予想図を示す。

（工学部 ）

いわゆる「ねずみ講」に つい て

近年，関西地区の大学において「ねずみ講」 に

よる学生の被害が頻発しています。

「ねずみ議」 は，関係者の射幸心をあおり， 加

入者の経済的損失を与えるばかりでなく， 善良な

人間関係や家族 関係をも破たんさせる等の社会的

害悪をもたらすものです。

学生部では， 昨年来掲示等をもって勧誘に惑わ

されないよう注意を喚起してきましたが， このた

び 「無限連鎖講 の防止に関する法律」 が公布さ

れ， 本年 5 月11日から「ねずみ諮」は全面的に禁

止されることになりました。

ついては今後も充 分注意されるよう， この法律

の概要を紹介します。

0 0 

1. 無限連鎖諸とは， 一 定額の金銭を支出する加

入者が無限に増加するものであるとして， 先に

加入した者が先順位者， 以下これに連鎖して段

階的に 2 以上の倍率をもって増加する後続の加

入者がそれぞれの段階に応じた 後 順 位 者とな

り，JI直次先順位者が後順位者の支出する金銭か

ら自己の支出した額を上回る金銭を受領するこ

とを内容とする金銭配当組織であること。

2. 何人も， 無限連鎖講を開設し， もしくは運営

し， 無限連鎖講に加入し， もしくは加入するこ

とを勧誘し， またはこれらの行為を助長する行

為をしてはならないこと。

3. この法律に違反したときの罰則は次のとおり

である。

イ， 無限連鎖講 を開設し， または 運営した 者

は， 3 年以下の懲役もしくは 3 00万円以下の

罰金， またはこれを併科

ロ， 業として無限連鎖講に加入することを勧誘

した者は， l年以下の懲役または3 0万円以下

の罰金

ハ， 無限連鎖講に 加入する ことを 勧誘した者

は， 2 0万円以下の罰金

（学生部 ）
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｜齢 報｜

森下 勉（医学部附属病院技官）

京 大 広 報

1月22日逝去。57歳。昭和31年医学部附属病院（歯科

技工土）勤務。昭和51年本学永年勤続者表彰（20年動

続）．

臼 a 

(1979年1月 1 日～31日）

1月4日 新年名刺交換会（於京大会館）
9 日 遺跡保存調整委員会
10目 安全委員会
13日～14日

共通第1次学力試験実施
17自 国際交流委員会
20日～21日

共通第l次学力試験追試験実施
22日 総長， 大学院生協議会と会見

グ ソビエト連邦共和国ソ連科学アカデミー副会

長E. P. Ve!ihov氏来学

部8 - 10一

23日 評議会
。 大学院審議会
グ 中国大使 符 浩氏， 中国社会科学院院長

胡 喬木氏， 中国科学院地球物理学研究所責
任者 陳 宗基氏外6名来学， 総長および関
係教官と懇談（於清風荘）

25日 学位授与式
。 京都大学事務用並びに近畿地区ω国立学校共

問利用電子計算機披露式

27日 結核胸部疾患研究所学術講演会
31日 同和問題委員会
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